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地球温暖化防止に向けての国内対策として、排出権取引制度導入が広く議論がされてい

る。特に我が国では、その本質が理解されないまま、地球温暖化対策の決め手として同制

度への期待が表明されてきた。この小論の目的は、排出権取引制度の本質について、よく

ある誤解を解いたうえで、我が国での議論の中で置き忘れられている論点を指摘し、同制

度とその影響についての正しい理解を広めることにある 。 

１．排出権取引制度の本質と誤解 

①第一の誤解－排出権取引制度を導入すれば、温室効果ガス削減目標を確実に達成するこ

とができる？ 

②第二の誤解－排出権取引制度を導入すれば、技術革新が加速される？ 

③第三の誤解－欧米が国内排出権取引制度を導入し、国際的な排出権取引市場が形成され

ていく中、日本も導入しなければ乗り遅れてしまう？ 

２．国内排出権取引制度の政治・行政的含意（産業界の懸念） 

① 政治・行政による経済介入の増大 

② 自主行動計画との関係 

③ マネーゲームの懸念 

④ 誰も触れたがらない転嫁問題 

３．国内排出権取引制度―忘れられた論点― 

① 排出権価格の転嫁による物価上昇懸念 

②「格差拡大」の危険性 

③ 企業の経営計画の不安定化 
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